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産業連関表の利用に当たって 
 

１ 計数について 
各表の計数については，表章単位未満を四捨五入しているため，総数と内訳合計が一致しない場合

があります。 

また，符号の用法等は次のとおりです。 
数値の前に「−」又は「△」   当該数値が負数のもの 

      「0.0」又は「０」   表章単位未満のもの 
      「−」      当該数値が無いもの又は確認できないもの 

 
 
２ 過去の表と比較する場合の注意点 

平成 23 年，27 年表の数値は，令和２年表の部門分類との対応関係を勘案して簡易に組替集計した値
であり，さらに，概念の変更等による推計方法の変更があるため，時系列に比較する際には注意する
必要があります。 

 
 
 
※ 本概要の内容は，インターネットにも掲載しています。 
  鹿児島県ホームページアドレス https://www.pref.kagoshima.jp/tokei/bunya/keizai/index.html  

https://www.pref.kagoshima.jp/tokei/bunya/keizai/index.html
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Ⅰ 産業連関表  
 １ 産業連関表とは  

ある特定の地域の特定期間における財・サービスの生産や取引( 商 品 等 の 売 り 買 い )状況等を 1 つの表にま
とめたものである。令和２年鹿児島県産業連関表は，「鹿児島県の令和２年における財・サービスの取引
の状況」をまとめている。 

   (1) 産業連関表の構造 
 産業連関表の構造を示したものが図表 1 である。中間需要，中間投入部分を内生部門，最終需要・移
輸入部分及び粗付加価値部分を外生部門と呼ぶ。 
・縦(列)方向：各 財 ・ サ ー ビ ス が ， ど の よ う な 原 材 料 等 を い く ら 使 っ て 作 ら れ て い る か   [投入構成] 
・横(行)方向：生産された財・サービスが，どこへ売られているか [販路構成] 

【図表 1 産業連関表の構造】 
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(2) 産業連関表の利用 
産業連関表から，｢生産状況｣と｢産業間取引の状況｣などの経済の構造が分かるほか，産業連関表か

ら作成する係数によって，需要の増加に伴う経済波及効果の分析を行うことができる。また国民経済
計算や県民経済計算などの経済統計の基準値としても幅広く利用されている。 

 ２ これまでの経緯等  
 本県では，昭和 50 年表を最初として，国の作成に合わせて概ね 5 年ごとに産業連関表を作成してお
り，今回の令和２年表は，６年ぶり 10 回目の作成となる。現在は，国のほか全ての都道府県及び一部政
令市でも作成されている。 
 産業連関表は，県民経済計算より詳細な分類での推計を行うため，作成に必要な統計データの発表，
収集分析に時間を要することなどから，全国及び都道府県等においても概ね 5 年ごとの作成となってい
る。 

３ 県民経済計算との相違点  
本県経済に関する主な統計として，「産業連関表」のほか「県民経済計算」があるが，推計方法が異な

るほか，図表 2 のとおり相違点がある。 
【図表２ 県民経済計算との相違点】 

主な相違点 県民経済計算 産業連関表 
対象期間 会計年度 暦年 
部門分類 事業所単位 産業活動単位(≒生産商品単位) 

家計外消費支出の取り扱い  中間投入に計上 外生部門に計上 
作成周期 毎年度 概ね５年ごと 

※ 家計外消費支出とは，企業の交際費，福利厚生費等からなる。  
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Ⅱ 県経済の構造について  
１ 経済規模  

   令和２年（2020 年）鹿児島県産業連関表が図表 3 である。 

  (1) 総需要としては， 
① 生産の原材料等として需要される｢中間需要｣〔4 兆 3,581 億円〕 
② 消費や投資である｢最終需要｣〔9 兆 2,867 億円〕 

・ 民間最終消費支出等の｢消費｣…5 兆 1,967 億円 
・ 建築物や機械等の固定資本形成などの｢投資｣…1 兆 6,303 億円 
・ 県外から県内産業への需要である｢移輸出｣…2 兆 4,598 億円 

       計 13 兆 6,448 億円 ＝ ① + ② 
 
  (2) 総供給としては， 
   ③ 県内で生産された財・サービスの総額である｢県内生産額｣〔9 兆 9,584 億円〕 
    ・ 財・サービスの生産に投入される｢中間投入｣…4 兆 3,581 億円 
    ・ 営業余剰や雇用者所得などの｢粗付加価値｣…5 兆 6,003 億円 

④ 県外で生産された財・サービスによる供給｢移輸入｣〔3 兆 6,864 億円〕 

計 13 兆 6,448 億円 ＝ ③ + ④  
 

【図表３ 令和 2 年（2020 年）鹿児島県産業連関表（生産者価格評価表）】 
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２ 経済の循環  
  経済循環を示したものが図表 4 である。 

(1) 供 給 
① 中間投入 (4 兆 3 , 5 81 億 円  ＝  財 (2 兆 463 億 円 )＋ サ ー ビ ス (2 兆 3 , 11 7 億 円 )) 
② 粗付加価値(5 兆 6 , 0 03 億 円 ＝ 雇 用 者 所 得 (2 兆 6 , 9 12 億 円 )＋ 営 業 余 剰 (1 兆 1 , 171 億 円 )＋ … ) 
③ 県内生産額は 9 兆 9,584 億円(①+②) 
④ 県外からの供給として移輸入(３兆 6,864 億円) 
⑤ 総供給は 13 兆 6,448 億円(③+④)となっている。 

   (2) 需 要 
① 県内の財･サービスの生産のため中間需要(４兆 3,581 億円) 
② 消費(民間消費等)や投資(固定資本形成等)等の県内最終需要(6 兆 8,270 億円) 
③ 県外への移輸出(２兆 4,598 億円) 
④ 総需要は 13 兆 6,448 億円(①+②+③)となっている。 

   (3) 県際収支 
    移輸出から移輸入を引いた県際収支は 1 兆 2,267 億円の移輸入超過となっている。 

【図表４ 令和２年表からみた財・サービスの流れ】 
  

※ 「財」とは「第 1 次産業」と「第 2 次産業」を，「サービス」とは「第 3 次産業」を表す。 
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３ 総供給(総需要)，生産額，移輸入額，移輸出額等  
  総供給，生産額，移輸入，移輸出等の推移を示したものが図表 5〜8 である。 

(1) 総供給(総需要)は 13 兆 6,448 億円で，H27 年表比で 2.0%増加した。(図表 5) 
(2) 生産額は 9 兆 9,584 億円で，H27 年比で 0.9％増加した。(図表 6) 
(3) 移輸入額は H27 年表比で 5.0％増加し，移輸出額は H27 年表比で 6.9％減少した。(図表 7) 
(4) 第 1 次産業は移輸出超過であるが，第 2 次・第 3 次産業が移輸入超過であり，産業計としては 

１兆 2,267 億円の移輸入超過となっている(図表 8) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



- 6 - 
 

４ 県際構造からみた産業の類型  
産業分類(39 部門)別の移輸入率，移輸出率から作成したものが図表 9 である。 

 
（４類型の説明） 
Ⅰ 県際交流型  ： 県内での取引よりも，県外との取引が多い類型であり，原材料や製品の取引が行わ

れる製造業の多くがこの類型に属している 
〔移輸入率，移輸出率ともに 50％以上〕 

Ⅱ 移輸出型   ： 県内需要を賄ったうえで，県外への移輸出を多く行っている産業であり，漁業がこ
の類型に属している 

〔移輸入率 50％未満，移輸出率 50％以上〕 
Ⅲ 県内自給型  ： 県外との取引が少なく，地産地消の性質が強い産業であり，農業や林業，第３次産

業等がこの類型に属している 
〔移輸入率，移輸出率ともに 50％未満〕 

Ⅳ 移輸入依存型 ： 県内需要を賄うために，移輸入に多くを依存している産業であり，石油・石炭製品
製造業が典型的な例である。 

〔移輸入率 50％以上，移輸出率 50％未満〕 

【図表９ 県際構造からみた産業の類型】 
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５ 産業分類別生産額  
産業分類(39 部門)別の生産額推移等を示したのが図表 10,11 である。令和２年の生産額は9 兆 9 , 5 8 4 億 円

で，平成 27 年比で 0.9％増加した。生産額に対する増加寄与度については，主に「建設」，「医療・福祉」
がプラスに，「対個人サービス」，「商業」，「飲食料品」がマイナスに寄与している。 
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６ 中間投入と粗付加価値 
財・サービスの生産における中間投入と粗付加価値の割合の推移を示したものが図表 12 である。本県

は生産額に占める中間投入の割合が 43.8%と，全国値（45.3%）と比較して低い水準にある。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
財・サービスの生産における中間投入と粗付加価値の割合を産業分類（３部門）別に示したものが  

図表 13 である。第１次，第２次産業は，第３次産業と比べ生産額に占める中間投入の割合が高く，より
多くの原材料等を生産に必要とすることが示される。 
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７ 粗付加価値 
粗付加価値の各構成とその推移を比較したものが図表 14,15 である。令和２年の粗付加価値は    

5 兆 6,003 億円で，平成 27 年比で 1.0%減少した。内訳として，家計外消費支出は同 39.5%減少，雇用者
所得は同 2.4%増加，営業余剰は同 17.0%減少，資本減耗引当は同 12.8%増加した。また，間接税及び経
常補助金は同 2.2%増加した。  
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８ 総需要 
総需要の各構成とその推移を比較したものが図表 16,17 である。令和２年の総需要は 13 兆 6,448 億円

で，平成 27 年比で 2.0%増加した。内訳として，中間需要は同 3.5%増加，県内最終需要(消費+投資等)
は同 4.6%増加。移輸出は同 6.9%減少した。  
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Ⅲ 経済波及効果について  
１ 経済波及効果の仕組み 

 
⑴ 波及効果とは 
 波及効果とは，ある産業の生産活動が他の産業の生産活動に与える影響のことである。特に，一般的
に「経済波及効果」と言われる後方連関効果は，「ある産業に新たな需要が生じたとき，その需要を満た
すための原材料の生産が連鎖的に誘発する効果」のことを言う。 
 
⑵ 経済波及効果（後方連関効果）の仕組み 

A 部門，B 部門という 2 つの産業のみを行い，域外との取引を一切行わない地域を仮定する。この地
域の産業連関表から，表頭産業の単位当たり生産に必要な表側産業からの投入率を表した表（投入係数
表）は，次のとおりであった。 

  

      【投入係数表】 
  A 部門 B 部門 

A 部門 0.1 0.3 
B 部門 0.2 0.5 

粗付加価値 0.7 0.2 
生産（計） 1.0 1.0 

  

A 部門に新たな需要が 100 発生すると，その生産のための中間投入として，同部門である A 部門に新
たに 10(100×0.1)の生産が，B 部門には 20(100×0.2)の生産が波及する。さらにこの生産が波及的に連鎖
していくことが，経済波及効果の仕組みである。 

 
 

新たな需要を起点とした生産が究極的に波及しきったときの生産誘発構造を表す係数が，「逆行列
係数表」である。 
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２ 産業分類別生産波及倍率 
産業連関表 39 部門表別に，県内の当該産業部門の需要が 1 単位増えた場合，県内経済にどれだけの生

産波及が生じるのか(生産波及倍率)を示したものが図表 18 である。 
平成 27 年と比較すると，産業全体での波及倍率は 39 部門の全産業平均で 1.2846 倍から 1.2847 倍に高

まっている。産業別に見ると，｢飲食料品｣，「電気・ガス・熱供給」，「農業」の生産波及効果が高くなっ
ている。 

 
※ 「全産業」とは，39 部門における全産業の波及効果倍率の平均であり，「全産業（39 部門）で最終需要が１単位ずつ増

加したときの生産波及の大きさ」を意味する。 


